























失業 ・貧困 とい った経 済状態 に留 ま らず,様 々な要因 に よって社会 的 に 「周辺 」化 され,社
会参加 か ら疎外 され てい くプロセス を 「社 会的排 除」(socialexclusion)などと呼 ぶが,近 年,
EU加 盟 諸 国 を中 心 に,社 会 的排 除 を解 消 し社 会 サ ー ビス を革 新 す る社 会 的 企 業(social
enterprise)の役割へ の期待 が高 まってい る(BorzagaandDefoumy2001)。イギ リスで も,サ
ー ド ・セク ター(thethirdsector)の役割 を重視す るブ レア労働党 政権 の もとで,貿 易産業省
(DepartmentofTradeandIndustry)が『社 会 的企 業:成 功 の ための戦 略』(Departmentof
TradeandIndustry2002)とい う社 会 的企 業育成 の ための戦略文 書 を2002年7月に公 表 し,省
庁横 断 的 な社 会的企 業支援 政策 を推進 して い る。 なお,イ ギ リス貿易 産業省 の定 義 に よる と,
社 会 的企業 とは,「株主 や所 有者 のため に利潤 を最大 化す る とい うニ ーズ に動機 づ け られる よ
りむ しろ,社 会 的 目的 を優 先 し,そ の剰余 が主 としてそ の企 業や コ ミュニ テ ィの 目的のため に
再投資 され る企業(business)」(Ibid,8)であ る。そ の カテ ゴリー には,ワ ー カーズ ・コー プ
(workercooperatives)などの協 同組合 や共 済組織 のみ な らず,事 業 に よ り重点 をお いて取 引
活動 を行 う非営利 組織(voluntaryorganisation:ボラン タリー組織)な ども含 まれ る。
筆 者 は,特 定非 営利活 動法 人NPOサ ポー トセ ン ター 山岸秀雄 理事 長 を団長 とす る調査 団1)
とともに,こ の イギ リス における新 しいサ ー ド ・セ ク ターの動 向 とそ の台頭 の背 景 を探 るため
に,2002年9月16日か ら20日にか けて ブ リテ ィ ッシュ ・カウ ンシル(TheBritishCounci1)の
協 力 を得 て,イ ギ リス国内 の代 表 的な社会 的企 業 とその支援組織,中 央省 庁(副 首相府,貿 易
産 業省)の 担 当部 局 に対す る調 査 を実 施 した。
124 一 経 営 論 集 一
本稿の主たる目的は,こ の調査結果 をもとに,イ ギリス,特 にイングランドにおける社会的
企業とその支援にかかわる中間支援組織や中央政府機関の活動の一端 を明 らかにすること,そ






的 ・実証的データを踏 まえた社会的企業の意義 と課題に関する考察は今後の課題 としたい。
2,社 会 的 企 業 の 事 例
ここで は訪 問先 とな った主 要 な団体 を中心 に,そ れ らの設立 の経 緯 と事業概 要 につい て概 観
す るこ とにす る。 なお(2)の ローム(RAWM)は 社 会 的企 業支援 専 門の中 間支援組織 とい う
よ り,地 域 レベル でよ り広 範 なサ ー ドセ ク ター組織(ボ ランタ リー組織)の ネ ッ トワー ク化 に
従 事す る著名 な中 間支援 組織 であ る。 しか しなが ら,イ ギ リスの地域 レベ ルでの官民 パ ー トナ
ー シ ップの動 向 を知 る上 で大 い に参考 となるので,そ の活動 内容 につい て も取 り上 げ ることに
す る。訪 問先 のア レンジは ローム を除 き,ブ リテ ィッシュ ・カウ ンシル による。 ローム調査 の
ア レ ン ジは アス トン大 学(バ ー ミ ン ガ ム)の ス テ ィー ブ ン ・オズ ボ ー ン教 授(Stephen
Osbome)に依頼 した。
なお,わ れ われ は社 会的企 業 台頭 の文 脈 を理解 す るため に,副 首相 府 にお いて コ ンパ ク ト
(compact)や地域 別戦略 的パ ー トナ ーシ ップ(LocalStrategicPartnership:以下LSP)と い っ
た政府 のパ ー トナー シ ップ戦略 の変化 や社会的排除 対策 につい て も聞 き取 りを行 った。 そ こで
得 られ た知 見 について も,社 会 的企 業台頭 の背景の考 察 において言及 する こ とに なる。
(1)コーポ レーシ ョン ・ブ ラ ックカ ン トリー ・リミテ ッ ド(ウ エス ト ・ブ ロウ ィッチ)
Co-operationBlackCountryLimited:CBC(WestBromwich,Westmidlands)
http://www.socialeconomy,org
・応対 者:ク リス ・ニ ュウイス代表 他(ChrisNEWES,ChiefExecutiveOfficer)
ウエ ス トミ ッ ドランズ地 方の ウエス ト ・ブロウィ ッチ に事務 所 を置 くコーポ レーシ ョン ・ブ
ラ ック カ ン トリー ・リ ミテ ッ ド(以 下,CBC)は,ウ エ ス トミッ ドラ ンズ地方 にお いて,特
に社会 的排 除の著 しい ブラ ックカ ン トリー を拠点 に,コ ミュニテ ィの経 済再生 を目的 に社 会的
経済(SocialEconomy)の促 進 を支援 す る中間支援 組織 であ る。
CBCは 現在,コ ミュニ テ ィ ・ケ アサ ー ビス な どを含 む様 々 な社 会 的企業 を支援 す る中 間支
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援組織 であ るが,も ともとブラ ックカン トリーCDA(BlackCountryCooperativeDevelopment
Agency)と称 する協 同組合振 興機 関で あった。CBCは1982年にCDAと して設 立 されて以来,
協 同組合 や社 会 的企 業 の援 助 を行 って きたが,CDA時 代 の事業 内容 とCBCの それ とで は大 き
な相 違が ある。CDAの 当初の 目的 は解 雇 された労働 者 が協 同組合(ワ ー カーズ ・コー プ[労働
者協 同組合1:workercooperatives)を組織 す るための援 助 を行 うのが 目的であ っ たが,現 在
もワー カーズ ・コー プの支援 は行 っている もの の,主 たる 目的 は地域 社会 の経 済再生 の支援 へ
と変 化 して きてい る。 なおCBCが 活動 拠点 とす る ブラ ック カ ン トリーは歴 史的 に重工業へ の
依存 度が高 く,住 民 の教 育水準 も低い。社 会的 に排 除 されやす い コミュニテ ィが多 いのが この
地域 の特徴 とい える。社 会的排 除の解消 は現政権 の大 きな政策課題 であ るが,社 会 的排 除 に取
り組 むCBCの ような組織へ の期待 が高 まってい る。
CBCは社 会 的企業 の ため の設立支 援 ・経 営 コンサル テ ィ ング ・職業訓 練 ・市場調 査,そ し
て,金 融 機 関か ら融 資 を受 けに くい社 会 的企 業 の ため にCBCが 地 元 の資金 を集 め設立 した再
投資 組合(reinvestmentsociety)を通 じた融資 な ど,多 面 的なサ ー ビス を提供 して いる。CBC
の財 源は公 的資金が主 であ り,地方 政府 と密 に連携 しなが ら地域 再生 のための仕 事 を している。
しか し,政 府 か ら直接 資金供給 が な され るの では な く,地 域 開発 公社(RegionalDevelopment
Agency:以下,RDA)を 通 じて公 的資 金が提 供 され てい る。 産業衰 退 の深刻 な地域 の再生 の
ため交付 されるEU(欧 州連合)の 構造改 善基 金(structuralfund)などもCBCの 主要 財源 で
ある。年 間予算 は100万ポ ン ドとい うこ とで あ る。CBC自 体 が ワー カーズ ・コープであ り,1
人1票 の協 同組合原則 に基づ いて運営 されてい る。 現在11人の ス タ ッフが働 い てい るが,そ の
なかの5人 が理 事会 を構 成 している。
'(2)リー ジ ョナ ル ・アクシ ョン ・ウエ ス トミッ ドランズ(バ ー ミンガ ム)
RegionalActionWestMidlands:RAWM(Birmingham)
・応 対者:ク リス ・ボナ ー ド ネ ッ トワー ク担 当理事他(ChrisBONARD,NetworkDirector)
リージ ョナ ル ・ア クシ ョン ・ウエス トミッ ドラ ンズ(以 下,ロ ーム)は,2000年6月 にウエ
ス トミ ッ ドラ ンズ地 方 の ボラ ンタ リー ・コ ミュニ テ ィセ ク ター(voluntaryandcommunity
sector)のネ ッ トワー ク組織(中 間支援 組織)と して設立 され る。
ロームの設立 は現 労働党 政権が設定 した地域 的課題(regionalagenda)への対応 を背景 と し
てい る。そ の地域的 課題 のなか には,地 方分権化 の推進,「 地方 政府 の近代化 」(Modernizing
LocalGovemment)政策 に代 表 され る地域民 主主義 の近代化,社 会的排 除解消 の取 組み へのボ
ラ ンタリー ・コ ミュ ニテ ィセク ターの参加 の促進 な どが含 まれ る。 この 「地方政 府 の近 代化」
政策 に よって地方 政府組織 の再編 が行 われ たが,そ の一環 として各地域(リ ー ジ ョン:region)
に経 済的復 興 を 目的 と して前 述 したRDAが 設 置 され る。 この場合 の地域 とは地方 自治体(カ
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ウ ンテ ィやバ ラ)よ り広 い地理 的行政 区分 であるが,イ ング ラン ドには ロ ン ドンを含 め て9つ
の地 域 が あ る。 ウエ ス トミ ッ ドラ ンズ は それ らの1つ で あ る。 現在,各 地 域 ご とに地域議 会
(RegionalChamber)が選 出 されてい る。 また各 地域 には,保 守 党政権 時代 か ら設置 され てい
た 中央 政府 の出先機 関であ るガバ メ ン ト・オ フィス(GovernmentOffice)2)が,中央 政府 と地 方
政府 との連携 を促進 し,地 域 的戦略 を実行す る役 割 を担 ってい る。
中央 政府 は,地域的戦 略の策定 と実行 にボ ラ ンタリーセク ターが参加 す るこ とを求め てお り,
地域 のボ ラ ンタ リー組 織の 中間支援組 織 であ るロームには,地 域 レベ ルで地方政府,ガ バ メ ン
ト ・オ フィス,ボ ラ ンタリー ・コ ミュニ テ ィ組織,そ して,RDAと の 連携 の 中心 を担 う役 割
が期待 されてい る。現 政権 は,中 央 ・地方 レベルで政府機 関 とボ ラン タリー ・コ ミュニ テ ィセ
クター との間で コ ンパ ク ト(両 者 の関係性 の枠 組み に関す る合意 文書)と い う協定 の締結 を促
進 してい るが,ロ ーム も地方 レベ ルの ローカル ・コ ンパ ク トの策 定 にかかわ ってい る。 また最
近で は,様 々 な地域再 生問題 を扱 うLSPの策 定におい て も,地 域 の ボラ ンタリーセ クターが 影
響力 を行 使 す るためのボ ラ ンタ リー組 織 どう しの連携 強化 とい った重要 な役 割 をロー ムが担 っ
て いる。
なお ロームの主 たる会員 団体 は ウエス トミッ ドラ ンズ地方 を拠 点 とす るボ ラ ンタリー ・コミ
ュニ テ ィ団体 の支 援組織 であ る。 ローム は政府機 関 か ら年 間40万 ポ ン ドの公 的補 助金 を受 け
て いるが,そ の6割 がRDAの ア ドバ ンテー ジ ・ウエス ト ・ミッ ドラ ンズに よる。
(3)デモ ス(ロ ン ドン)
Demoshttp://www.demos.co.uk
応対 者:ト ム ・ベ ン トレー所 長(Mr.TomBENTLEY,Director)
デモス は1993年に設立 され た英 国で最 も影響力 のあ るシ ンクタ ンクの1つ で ある。そ の役 割
は政 治的思考 や公 共政策 の刷 新 を支援 し,長 期的課題 に対 して革新的 な解決手法 を提供 する と
ころ にあ るが,労 働党 の政 策 に も影響 を与 えてい る。27歳の所長 トム ・ベ ン トレーは,「政 策
形成 分野 の企業 家」 を リー ドす る存在 の1人 と して知 られ る。 なお,デ モスは登録 チ ャ リテ ィ
(registeredcharity)であ り,研 究 プロジ ェク トの すべ ては公益 目的 であ る。
デモス は設立以 降,民 主 主義,生 活 の質,革 新(innovadon),制度 の改革 な どに関す る多 く
の 出版物 を刊 行 して,政 治的変:革を促 す新 しいアイデ アや提案 を発表 して いるが,幅 広 い基 盤
で新 しい方 向性 を創 出す るため に,政 府 や政 治家 とだけで はな く,企 業,ボ ラ ンタ リー組織
コ ミュニテ ィ ・グル ープ との対話 を重視 して いる。特 に政策 に影響 を与 えた もの と しては,社
会 的企業 家 ・社会 的企 業 の革新 につ いてで あ る。社会 的企業 につ いて は,5年 前 に研 究発表 を
行 っ たが,『社 会的企 業の ダイナ ミズ ム につい て』 とい う本 で成功 例 に関す る調査 結果 を発 表
した。 この なかで,政 府 が社 会 的企 業 を どの ようにサ ポー トすべ きか を提案 し,さ らに,革 新
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的な アイデア を政府 が どの よ うに認知 すべ きかについ て も勧告 してい る。 『企 業家精神 の台頭』
(TheRiseofEntrepreneur)(Leadbeater,1997)もデモ スの出版 に よるが,こ の報告 書が イギ リ
スにお ける 「企業家精 神」 の議 論の草 分け である。 ボ ランタ リーセ クターの将来 に関す るデモ
ス の広 範 な研 究 が,社 会 的革 新 を もた らす グ ル ー プの 資 質 を表 現 す る用 語 で あ る企業 家
(Entrepreneur)概念 の普及 に貢献 した ようであ る。
現在,常 勤 ス タッフは18名。 この他 に,1日 あ た り2～3人 が プ ロジェ ク トに参加 しに来所
す る。公 共の教育 のため の仕 事 を してい る とい うこ とで,公 的な補助金 や民 間寄付 も受 けてい
る。 ただ し,最 近 は契約 に基づ い た仕事 が増 加 してお り,財 政的 には契約 の仕事 が4分 の3を
占め てい る。公共 的価値 があ るか否 かで引 き受 けるか どうか を判断 してい る。契 約 はプ ロジ ェ
ク トご とに結 んでい るので条件 はそ れぞれ異 なる。契 約 を結 ぶ相手の 資金提供 者(funder)に
は,高 齢 者支援組 織のエ イ ジコ ンサー ンな ども含 まれる。
なお組織 の独立性 を保 つた めに,は ば広 いパー トナー を もち,1ヶ 所 にだけ依存 しない よう
に してい る。 コ ンサ ル タン ト業 はや らない ことに してい る。 資金提供 者 にはデモス が独 自の考
えを もってや る ことを理解 して もらい,パ ー トナーシ ップを組 む よ うに している。
(4)℃ANセンター(ロ ン ドン)
CommunityActionNetwork:TheCANCentrehttp://www.realworld.org.uk/can.html
・応対 者:ア ン ドリュー ・モ ー ソン共 同創 立者'(AndrewMAWSONOBE,Co-founder)
コ ミュニ テ ィ ・ア ク シ ョ ン ・ネ ッ トワ ー ク(以 下,CAN)は,社 会 的企 業 家(social
entrepreneurs)のための相 互学習 ・支援 の ネ ッ トワー クで ある。CANは1998年に設立 され る
が,企 業家 的ア プローチ を基礎 にイギ リスの ボ ランタ リーセ クター に大 きな変化 をもた らして
いる。そ の理 念 はコ ミュ ニテ ィの人 々やボ ラ ンタリーセ クターを政府 ・企 業セ ク ター と結 びつ
ける ことで,社 会問題 によ り効 果的 ・効 率的 に取 り組 むための新 しい企業 家的方 法 を普 及す る
こ とにあ る。2人 の共 同設 立者 であ るアデル ・ブ レイ クブロー(AdeleBlakebrough)とア ン ド
リュー ・モ ー ソンは イギ リス で最 も著名 な社 会 的企業 家 の1人 であ る。 モ ー ソ ンは プ ロム リ
ー ・バ イ ・ボ ウセ ンターの設立 者 として も知 られて い る。 なおCANの 法 人格 は有 限責 任保証
会社(companylimitedbyguarantee)であ るが,登 録 チ ャリテ ィで もある。
CANの 主 要 な 目的は,① コ ミュニ テ ィ を強 化 し,恵 まれ ない状態 の改善 に取 り組 む こと,
②社 会 的企 業家 の数 を増 や しその注 目度 を高 め,そ の仕事 の質の向上 を支援す る こと,③ お互
い に学 びあい支 えあ うために,社 会 的企業家 が ネ ッ ト通信 の最 先端技術 を活用 で きる ように訓
練 す るこ と,④ 社 会的企業 家が公 共セ クターや民 間営 利セ ク ター,サ ー ド・セ クター とのパ ー
トナー シ ップを発 展 させ る こ とを手助 けす るこ と,で あ る。CANは,地 域 の様 々な プロジェ
ク トと社 会的企 業家 を結 びつ け るた めに,全 国各地 でCANセ ンターの設立 の支援 を して いる。
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CANは 国際 的 な社 会 的企業 家の ネ ッ トワー クづ く りに も着手 してお り,オ ース トラ リア に も
同様 のネ ッ トワーク組織 が設立 され ている。
CANで は社 会 的企業 の 目的 は,最 も社会 か ら排 除 されやす く困難 を抱 えた人 々の生活 の 質
を向上 させ るため に,「社会 的資 本」(socialcapital)と社会 的利 潤(socialprofit)を創 出す る
点 にある と考 え られ てい る。 そ して,社 会的企業 は,そ の企 業 家精神 に よって最 も切迫 した社
会 問題 に対 して革新的 な解決策 を提供 する こ とが で きるの であ る。 モー ソン氏 との イ ンタビュ
ーに よれば 「社会的企 業 は社 会的 資本 と ビジネス資本 を1つ に して両 方が利益 を得 る方法 を提
供 で きる。そ の意 義 は,社 会的 な関心 を もつ人が ビジネスの規律 を応用 して,実 際 に事業 を行
える こ とにあ る。 ビジネスセ クター にも社 会的な関心 をもつ人 はお り,社 会的 セク ター とビジ
ネスのセ クターをつ なげ てゆ くこ とは これ までは矛盾 する もの と考 え られて きたが,将 来 は両
セ ク ター をひ とつ に まとめてゆ くことが可 能 とな る。矛盾 している ところか らこそ,新 しい も
のが生 まれる」 とい うことであ る。
(5)プロム リー ・バ イ ・ボウセ ンター(ロ ン ドン)
Bromley-by-BowCentrehttp://www.bbbc.org.uk
・応対者:ロ バー ト ・トリ ンブル(RobertTRIMBLE,ChiefExecutive)
1984年に設立 され た プロ ム リー ・バ イ ・ボウセ ンターは地域 コ ミュ ニテ ィの再生 を革新 的
な方法 で促 進 する ボラ ンタ リー組 織の パ イオニアであ る。 イギ リス の社 会的企 業の代表例 と し
て取 り上 げ られ る こ とも多 いが,登 録 チ ャ リテ ィで もあ る。 セ ンターの あ るプ ロム リー ・バ
イ ・ボウ とい う町 はロ ン ドンのイース トエ ン ドに位置 し,イ ギ リス で も最 も貧 しい地域 の ひ と
つ と して知 られてい る。約50種 類 の言 語が話 され る多民族 文化 地域 で失 業率 も高 く,社 会 的
に排 除 された層 が多 く住 む地域 で ある(地 域 の家 族 の37%が シ ングル ・ペ ア レン ト,住 民 の
57%が少 数民族 出身,学 校 卒業者 で英語 を流暢に話せ るのが わずか52%)。
社 会的企 業家 として名高 い前述 の ア ン ドリュー ・モー ソンは,こ の町 に牧師 として赴任 して
後,地 域再生 と住 民の生活 の質 を改 善す る拠 点 をつ くるため,地 域 の教 会の建物 を コ ミュニテ
ィに開放 し,そ の敷 地 ・建 物 を コ ミュニ テ ィ所有 の コ ミュニ テ ィセ ンターに転換 す る。現 在,
セ ンター は,「健 康 とケ ア(healthandcare)」「芸術」,「教育 」,「起業(enterprise)」,「環境」
を活動 の柱 に,ヘ ルス ・セ ンター の設 立 と保健 医療 サ ー ビスの提供,保 育所 や コ ミュニ テ ィ ・
カフェの経営,住 民 の 自信 や健 康 を取 り戻 すための芸術 ・文化活動 などに取 り組 んでい る。17
年 前 は1つ の教 会 と1つ の ホール しか ない荒 れ果 てた場所 だったが,今 日で は教 会の神 聖 な部
分 は残 し,そ れ以外 は コ ミュニ テ ィの ため に28人定員 の保育 所 とお もち ゃの図書 館,ギ ャ ラ
リーな ど多 目的 に使用 され ている。保育所 に子 どもを預 け る親 はその経営 委員会 に参加 で きる。
2002年7月に チ ャールズ皇太 子臨席 の 下開館 した コ ミュニ テ ィ ・カ フェの経営 も主 な事 業 の1
イギリスにおける社会的企業の台頭 一 129
つで ある。 このカ フェが 「起 業」 の部分 をあ らわ してお り,コ ミュニテ ィ用の 喫茶 店 ・レス ト
ラン,ケ ー タ リング,シ ェフにな りた い人 の訓練用 の厨 房 に も使 用 され,過 去6年 間 に40の社
会的企業 を開発 して いる。 コミュニテ ィケアや保健 医療活動 も中心的 プ ロジェク トの1つ であ
るが,1997年にヘル スセ ンター(TheBromleyByBowHealthCentre)が開設 され る。 ヘルス
セ ン ター の建 物 は,プ ロム リー ・バ イ ・ボ ウセ ンターの所 有 だが,GP(一 般 開業 医)な どに
貸与 し初期医 療等 を提供 して いる。105人の プロム リー ・バ イ ・ボ ウセ ン ター職員 の うち,こ
の保健医 療 にかかわ る職員 は30人であ る。 なお職員 は コ ミュニテ ィか ら雇用 され る。
セ ン ター の年 間収 入 は約170万ポ ン ド(2000年度)で,そ の構 成 は補 助金 ・寄 附 が35%,
(公的)契 約(保 健 ・医療等)に よる収 入が54%,基 金 運用 か らの収入11%で ある。
(6)ビッグイシュー ・フ ァンデー シ ョン(ロ ン ドン)
BigIssueFoundationhttp://www.bigissue.co.uk
・応対者:ル ー シー ・ラ ッセ ル 財団代表(ジ ョン ・バー ド所 長 〔JohnBIRDOBE,Editor-
in-Chief〕の代 理)
『ビッグ ・イシュー』(TheBigIssue)とい う路 上販売雑 誌(時 事問題 や芸術 文化 ・娯楽記
事 を扱 う)の 発刊 の主た る 目的 は,ホ ーム レスの 自立支援 にある。路上 で ホーム レスが週1回
発行 の雑 誌 を売 り,そ の売上 の数%が ホーム レス に入 る仕組 みで ある。 ビ ッグ ・イシュ ー ・カ
ンパ ニー(有 限責任保証 会社)が その販売 元であ る。同社 はホ ーム レス 自身に雑誌 を街 頭で販
売 して もら うことで,彼 らの経済 的 自立 を支援す る とい うユニ ー クな手法 で イギ リスで最 も有
名 な社 会的企 業 と して知 られ る。 ビ ッグ ・イシュー ・フ ァンデ ーシ ョン(財 団)は ビッグ ・イ
シュー ・カ ンパニー とは独立 した団体 だが,後 者 の財 政的支 援 を受 けて ホーム レス の 自立支援
の ための職業 訓練等,様 々 なプロ グラムを実施 してい る。 同財 団 は登 録チ ャリテ ィで もある。
『ビ ッグ ・イ シュ ー』 は1991年に刊行 され るが,創 設者 は ゴー ドン ・ロ デ ィ ック(Body
Shopの会長)と ジ ョン ・バ ー ド(JohnBird,出版社 経営)で ある。 当時 も路 上で生活 す るホ
ーム レス の問題が深刻 であ ったが,慈 善 的 な対応 では本 人の依存度 を高め るだ けだ と考 え,ホ
ーム レスが正 当 なや り方で収 入 を得 られる手段 と して雑誌 の発行 ・販売 を考案す る。 さらにチ
ャ リテ ィではな く,会 社 を設立 す る。 ビジネス も社 会的 に良 いこ とがで きるこ とを一般 の人 に
伝 えたか った とい うこ とであ る。 現在,ロ ン ドン市内 で12万2000部,全国 では25万部 発行 さ
れてい る。
雑 誌発 行後4年 た って,正 当 な収 入 を得 る手段 のみで はホーム レスの 自立 には十分 では な く,
根本 問題へ の対応が 重要 であ ると認識 す るよ うに な り,前 述 の財団(Foundation)を設立。財
団で はホーム レスが雇 用可能 にな るこ とを目的 と して いる。ス ローガ ンは 「handup」(上の段
階に わたす)で あ り,「handout」(恵み をす る)で は ない。財 団 で は住 宅 の斡旋,教 育 ・訓
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練 ・職業紹介 なども行っている。 またビッグ ・イシューが中心 となって,約50の路上雑誌会
社の加盟する国際的なネットワークが形成 されている。
設立当初は雑誌の目新 しさが反響を呼んだが,制 度化 されるにつれて,「ホームレスが売 っ
ているくらいに しかみられな くなって しまった」 ということである。販売量 も減少 している。
会社 として考えた場合,製 品が雑誌1つ しかないのは健全ではない ということで,ジ ョン ・バ
ー ドは製品の多様化が必要であると考 えている。
(7)ソー シャル ・エンタープライズ ・ロン ドン(ロ ン ドン)
SocialEnterpriseLondon(SEL)http://www.seLorg。uk
・応対者:ジ ョナサン ・ブラン ド所長(JonathanBLAND,Director)
ソーシャル ・エンタープライズ ・ロン ドン(以下,SEL)はロン ドンにおける社会的企業の
促進 と社会的経済の規模 の拡大 を事業 とする地域の中間支援組織である。SELは1999年にロ
ン ドン自治体協会(theAssociationofLondonGovernment)から主要な資金を得て設立 された。
その主要な業務は,① 社会的企業に対する理解の促進,② 事業改善の支援,③ 資金調達先の確
保,と いった3つの領域 に渡っている。SELは非営利組織であるが,法 人格は有限責任保証会
社 と して登記 されている。SELの経営委員会は社会的企業の代表者によって構成 されてお り,
14人のスタ ッフが 日常業務 を担っている。SELは現在,銀 行,大 学,自 治体,協 同組合振興
機関,ロ ンドン開発公社など,広 範な団体 とのパー トナーシップのもとで仕事 をしている。
SELはもともとはワーカーズ ・コープであった2つの団体が統合 して設立 されたものであ
り,協同組合的な理念 を基礎 にした団体である。 しか しなが ら,SELの活動 は,協 同組合の枠
組みを超えて,よ り広い社会的企業を対象に している。「社会的企業」 とい う言葉を使い始め
たの は,ブ ラ ン ド氏 によるとSELが最初 とい うことである。SEL設立の背景 には,企 業
(enterprise)の側面の重視 と,ロ ン ドン再開発の問題に対 して効果 を期待できる団体に資金 を
供給 したいとい う自治体側の要請がある。すなわち,社 会問題の解決に対 しては社会的企業の
ビジネス ・モデルが適 しているという認識が設立の背景にある。
SELは社会的企業の運営上の障害は次の3点にあると考え,こ の4年間対応 して きた。す な
わち,① 社会的企業は何かとい う理解,② 適切なビジネスサポー ト,③資金に対するアクセス
などの欠如である。設立当初は,と りわけ社会的企業の理解を高めることに集中 してきた。そ
のために,政 府組織や地域住民 と共同で仕事 をしてきた。社会的企業の定義を包括的な観点か
ら行 い,多 様 な形態の社会的企業 をその概念に含めたのはSELの業績である とい うことであ
る。同 じセクター内の他の組織(NewEconomicFoundationなど)と も協力 しなが ら政府セク
ターに対 して行 ったSELの強力 なロビー活動が成果 をあげて,社 会的企業の認識が高まるよ
うになる。貿易産業省 の社会的企業課の設置 も,SELなどの団体 によるロビー活動の成果とい
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うこ とで あ る。 「4年前 には政 府 は社 会 的企業 に興 味 を示 さなか っ たが,現 在 は社会 的企業 に
対 して明確 な戦略 を持 つ まで になって きて いる」(ブ ラ ン ド氏)と い うこ とである。
(8)貿易 産業省 ソー シャル ・エ ン ター プライズ ・ユ ニ ッ ト(社 会的企業課)(ロ ン ドン)
TheSocialEnterpriseUnit,DepartmentofTradeandIndustry(DTI)
http://www.dti.gov.uk/
・応 対者:ジ ョナサ ン ・ホ リオー ク上級 政 策 ア ドバ イザ ー(JonathanHOLYOAK,Firstly
PolicyAdviser)
貿易 産業省 内 の社会 的企業 課(2001年10月設 置)よ り,社 会 的企業促 進 に関す る イギ リス
政府の戦 略文書 『社 会 的企 業:成 功 に むけ た戦 略』(SocialEnterprise:astrategyforsucces<)が
2002年7月に刊行 され た。社会 的企 業課へ の付託事 項 は,① 社会 的企業 に影響 を与 える政策立
案 の 中心 と して,そ して,コ ー デ ィネ ーター と して行動 す るこ と,② 社 会的企業 を促進 し擁護
する こ と,③ 社会 的企業 の成長の 障害 の除去 に取組 み,そ して,優 れた実践事例 を明 らかに し
普 及す るため に必 要 な行動 をとるこ と,で ある。貿易 産業省大 臣のバ トリシア ・ヒュー ウィッ
ト(PatriciaHewitt)は社 会的企業 の理解者 と して知 られ ている。
杜会 的企 業課 の設置 は,政 府が社 会的企業 を公式 に認知 した ことを示 して いる。社会 的企業
課 を貿易 産業省 に設置 したの は,そ れが社会 的利益 と同時 に企 業的側面 にも重点 を置 いてい る
か らで ある。社会 的企業課 の役割 は社 会的企 業の促進 にあ るが,直 接資 金 を提供 す るの ではな
く,省 庁横 断的 に社 会 的企 業支援 の政 策 を調整 す る拠点 となる ことが その主 たる役 割で ある。
社会 的企業課 の1年 目の成果 は前述 の報告書 であ る。 その作 成 におい て社 会的企 業関係者 を
含 む専 門家か らなる8つ の作業班 が組織 された。報告書 で は社 会的企 業 の定 義 を行 った が,そ
の定義 には① 社会 的 目的 をもった事業(ビ ジ ネス),② 利潤 は所有 者 や株 主 のた めでな く,そ
の事業 あるい は地 域社 会 の 目的 に再投 資 される,と い う内容が含 まれる。
社会 的企業 をよ りよい ビジネス に してい くため に,社 会 的企業課 は今後3年 間で以下 を実施
す る予定 であ る。 す なわち,① ビジネス ・サポ ー トと トレーニ ング(地 方 自治体 に小企 業中心
に対応 す る支 援機 関が あ るが,こ れ を社会 的企業 に開放),② 資 金調達(英 国銀行 に依頼 した
社 会的企 業の需給 面 に関す る調査 では,社 会 的企業 を補 助金 ・助成 に よって維持 され ている状
態 か ら,独 立 採算 にす る ことが 課題 とされてい る),③ 情報 提供 と評価(イ ギ リス国内 の社 会
的企 業 に 関 す る情 報 提 供 。 ア メ リカ で発 展 して い る社 会 監 査 の技 法 〔SocialAuditing
Technique〕を開発 して社 会的企業 を奨励 し業 績 を評価 。社 会 的企 業 の連 携 〔Coalition〕づ く
りの ための資金提 供),な どであ る。
(9)スクール ・フォー ・ソー シャルア ン トレプ レナー(ロ ン ドン)
SchoolforSocialEntrepreneurs(SSE)http://www,sse.org.uk
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・応 対者:ロ ウィーナ ・ヤ ング 所長他(RowenaYOUNG,ChiefExecutive)
ス クール ・フ ォー ・ソーシ ャル ア ン トレプ レナ ー(以 下,SSE)は,1997年に設立 された イ
ギ リス 国内や アイルラ ン ドの社 会的企業 家 を支援 する学習 プ ログラム を運営 す る学校 の ネ ッ ト
ワー クで ある。創 設者 の故 マ イケ ル ・ヤ ング(MichaelYoung)は,社会的企業 家が社 会 に変
化 を もた らす触 媒 として考 えたが,社 会的企業家 の養 成が この学校 の 目的で ある。
SSEの中核 的 な事業 は社会 的企業 家 をめ ざす個 々の学 生 に対 す るサ ポー トを行 うこ と,そ し
て,プ ロ ジェ ク トを対 象 と したサ ポー トを行 うこ とであ る。 つ ま り個 々人が 自分 な りの ビジネ
スや プロ ジェ ク トを開発 す る ときに,そ の個 人の サポ ー トを目的 と して いる。現在 まで,こ の
プ ロ グラム を修了 した学 生が80名 ほ どい る。そ のバ ックグ ラン ドは多様 で あ るが,年 代 的 に
は20歳 か ら60歳以上 と幅広 く,そ の出 自もボラ ンタリー ・セ ク ター,ビ ジネ ス ・セ クター,
ア カデ ミ ック ・セ クター と多様 であ る。
SSEの学習 プロ グラ ムに参加 す るの に特 別 な資 格 は必 要 ない。学 習 プ ログラムの ね らいは,
個 人 の持 って いる技能 を向上 させ る と同時 にその態度 の開発 にあ る。 この プ ログラムは1年 間
続 く。SSEは,学 生に は自分 で外 に出 てい き必要 として いる ことをみつ ける こと,ま た 自分 と
同 じような興 味 を持つ 人 と一緒 に仕事 をす る ことを求め てい る。す なわ ち,プ ログラム は学 生
達 が一 緒 に仕 事が で きる内容 に なってい る。学生 は,こ の ようなプ ログラム を通 じて,学 生 ど
う しが 一緒 に仕事 をして,ネ ッ トワー クをつ くる過程で最 もサ ポー トを受 け るこ とにな る。 そ
れ に よって,様 々な分 野の専 門家 と会 うこ とがで き,自 分が必要 とす る情報 を得 る ことが可 能
となるの であ る。 これ以外 に講義形式 の プログラム もあ る。
学 習 プ ログ ラムの なか で最 も中心 になるの は,1998年か らは じまった全 国 プ ログラムで あ
る。 これ は1年 間の なか に8週 間(8週 間 は分 散)の 学習 期 間が設 け られ,学 生 が学習 本拠 地
で学 ぶ こ とに なる。個 々の学 生 にその プロ グラム を進 めてい くの に適 当なチ ュー ター(個 人教
授tutor)が つ く。チ ュー ターはSSEのス タッフが務 める。 また月1回,ア クシ ョン ・ラーニ
ング とい う一 同に会す る学 習機会 があ る。 これは学生 同士の ピア ラーニ ングで ある。チ ュー タ
ー以外 に学 生 に は特別 な技 能 を持 っ たメ ン ター(助 言者mentor)が つ く。 メ ンターはSSE
外部 か ら くる人で,学 生 のプ ロジ ェク トをサ ポー トし,特 別 な技 能 を さずけ る。 これ ら以外 に
ITッー ルを用 い たラ ーニ ング ・ウェブ も導 入 し,プ ロ グラム終 了後 も学習 が続 け られ る よう
に して いる。
(10)デベ ロ ップメ ン ト ・トラス ト ・ア ソシェーシ ョン(ロ ン ドン)
DevelopmentTrustsAssociation(DTA)http://www.dta.org.uk
・応 対者:ハ ー ビンダー ・カウル副所長 ・政策 コ ミュニ ュケー シ ョン担 当(HarbinderKAUR,
AssistantDirector,PolicyandCommunications)
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デベ ロ ップメ ン ト ・トラス ト ・アソシ ェー シ ョン(以 下,DTA)は1992年 設立 の 開発 トラ
ス ト(developmenttrust)のための全 国機 関 であ る。DTAは 国内 におい て開発 トラス トの発展
とその効率 性 ・有効 性 をサポ ー トす るこ とに よって,経 済 的 ・社会 的 な再生,あ るいは環境 ・
文化の再 生 を持続 的 に可 能 とす るこ とを目的 に活動 して いる。
開発 トラス トとは,① 特定の地域 や コ ミュニテ ィの経 済 ・社会 的再生あ るいは環境 再生 に従
事 し,② 自立 して行 動 し,③ 非営利 で,④ コ ミュニテ ィを基 礎 に コミュニテ ィに よって所有 さ
れ,⑤ コ ミュニテ ィやボ ランタ リー セク ター,民 間企業 ・公 的 セ クター と積極 的 にパ ー トナー
シ ップ を組 む団体 で あ り,社 会 的企 業 セ クター として位置付 け られ る。 ただ し,コ ミュニティ
に基礎 をお き,コ ミュニテ ィに富 を とどめ よう と して いる点で,他 の社会 的企 業 とは異 なって
い る。鉱 山が 閉山 し経 済的 に停 滞 して い る地 域 で,DTAの 会 員 トラス トが 自治体 に働 きか け
土地 を払い下 げて もらい,観 光用 の ツー リス トセ ンター を開発 した例 な どはそれ であ る。 そこ
で は地元 の人 を雇 い,若 年 者へ の教 育 も提 供 して1つ の ビジネス に発展 させ,利 益 は コ ミュニ
テ ィに投資 してい る。なお 開発 トラス トは,住 宅 ・店舗,職 場,コ ミュニテ ィ施設 の改築 ・建
築,事 業や公 園,職 業 訓練計画 の運営,あ るいは金融 ・共済,ス ポ ーツ ・コ ミュニテ イセ ンタ
ーな どの経 営 な ど多様 なサ ー ビス を提供 して いる。大 規模 な再 開発(regeneration)に従事 す
る こと もある。 トラス トの ほ とんどが登 録 チ ャリテ ィであ るが,チ ャ リテ ィ団体 とは別 に商取
引 を行 うための会社 を設立す る事例 も多い。 チ ャリテ ィと会社 とが関連 して いる場合,利 益 を
チ ャリテ ィの方 に渡 さな くて もよ く,利 益 を事 業資金 と して残 してよい。た だ,チ ャ リテ ィの
方 に渡す資 金は全 て無 税 になる。
現在,DTAに は218の会 員団体 と134の準会員 団体 があ る。会員 団体の ほ とん どは都市部 に
存 在 して いるが,農 村部(ruralarea)でも増 加 して いる。 農村部 の貧 困が問題 にな って きて
い るか らであ る。 会員の組織 化 はイ ングラ ン ドとウエー ルズが対象 であ るが,ス コ ッ トラン ド
で も姉 妹 団体 をつ くる予定 で ある。DTAは,① 新 しい 開発 トラス トの設 立 を支 援,② 開発 ト
ラス トの仕 事 を よ り効果 的 にす る手 助 けをす る,③ 他 機 関が開発 トラス ト運動 を支援 す ること
を奨励,④DTAが 効 果的 な仕事 が で きるよ う確 保す る,な どの 目標 を掲 げてい る。
3.イ ギ リス にお け る社 会 的企 業 台頭 の背 景
(1)「社会的企業」の意味:社 会的企業 をめ ぐる概念整理
ケース ・スタディをみてわかるように社会的企業 と呼ばれる組織はきわめて多様である。こ
うした多様な組織に統一 した定義 を与えることは困難に思えるが,貿 易産業省(DTI)社会的
企業課の最初の仕事が社会的企業の定義 とマ ッピングであったように,概念の定義は杜会的企
業の法的 ・社会的認知 にとって重要である。ここでは,社 会的企業について一定の概念上の整
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理 を試 み る ことにする。
「コ ミュニ テ ィ ・ビジ ネス」(communitybusiness)と類似 す る概 念で あ る 「社 会的企 業」
(socialenterprise)は,イギ リスで は比 較的新 しい概念 であ る。 イギ リスで は コ ミュニ テ ィ ・
ビジネス とい う用語 も必 ず しも一般 的で はな く,ス コ ッ トラン ドや ウエ ールズで は地 域住民 が
出資 し地域 に役 立 つ事 業 を行 う企 業や協 同組 合に対 す る呼称 と して用 い られる こ とはあ るが,
イ ング ラン ド内で はそ れほ ど通 用 してい るわけでは ない。今 回の ヒア リ ング調査 で も,社 会 的
企 業 は様 々に表現 され てお り,例 えば団体 に よっては コ ミュニ テ ィ ・エ ンター プライズ など と
呼 ぶ場 合 もあ った。 しか しなが ら,前 述 したSELの よ うな中間支援 組織DEMOSの ようなシ
ンクタ ンク,そ して,政 府 な どが公式 に社会的企業 とい う用 語 を使用 し始め て以来,社 会的 な
目的 を もって活動す る事 業体が進 ん で 自らの組織 を社 会 的企 業 と して 自己規 定す る傾 向がみ ら
れる よ うになって いる。 とは いえ,社 会 的企業 とい う概 念 の普及 の レベル は未 だ限定 的 といわ
ざる をえな い。
SELの代 表が わ れわ れの調査 で 「社会 的企業家精 神(SocialEntrepreneurship)とい う言葉
はア メ リカか らで,社 会 的経 済(SocialEconomy)とい う言葉 は ヨーロ ッパ大 陸か らの影響で
あ る」 と答 えてい たよ うに,社 会 的企業概 念の意味 内容 は,ヨ ー ロ ッパ 的 な 「社 会的経 済」 と
ア メ リカ的 な 「企業家 精神(起 業 家 精神)」 の2つ の文脈 か ら理解 され る必 要 があ ろ う。 杜会
的経 済(socialeconomy,economysociale)はEUの公 式用語 に もなってい るが,フ ラ ンス を中
心 と した ヨー ロ ッパ大 陸諸 国 で使 用 され る ことが多 い。 ア メ リカでサ ー ド ・セ ク ター(the
thirdsector)(政府 ・企業 とは異 な る3つ 目の経済 主体 とい う意味)を 表わす 用語 と してNPO
(nonpro血torganization)が一 般的 であ るが,フ ラ ンス を中心 とす るEU諸 国で は社 会的経 済が
ヨー ロ ッパ 的 なサ ー ド ・セク ター概 念 と して普及 して いる。社 会的経 済 はNPOよ りも包括 的
な概 念 であ り,非 営利 組織 協 同組合,共 済組織 な ど多様 な組 織 をその なか に包 含 してい る。
す なわ ち社会 的経 済とNPOの 大 きな相違 点 は,ア メ リカのNPO概 念 が利害 関係者 への利 潤分
配 を制度 的 に制 約す る ことを意 味す る 「非分配制 約」(nondistributionconstraint)の側面 を重
視 す るの に対 して,前 者 は連 帯や 相互扶 助,民 主 的統 制(democraticcontro:)とい った組織
の参 加 的側 面 を強調す る ところにあ る。
イ ギ リスで は,サ ー ド ・セ ク ターや非営 利組織 を表 す用語 と して は従 来,NPOと ほ ぼ類 似
の概 念 であ るボ ラ ンタ リー組織(voluntaryorganisation)が一般 的であ り,協 同組 合 まで も包
含 する社会 的経 済 とい う用語 が使用 され る ことは まれであ った。 ボ ラ ンタリー組織 あ るいは ボ
ラ ンタ リー ・セ クター とい う概念 はNPO同 様 「非 分配制 約」 を重視 す るため,通 常,そ の な
か に協 同組合 は含 まな い。 なおボ ラ ンタ リー組織 は,チ ャリテ ィ法(TheCharityAct)に基
づ くチ ャリテ ィ団体 と して,政 府独 立機 関であ るチ ャリテ ィ委員 会 に登録 し認可 され れば,税
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の減免資格が与 えられる。 しかし,すべてのボランタリー組織がチャリティ団体 として登録 し




ボランタリー組織に対 して社会的企業 とい う概念は,「社会的企業 とは,株 主や所有者のた
めに利潤を最大化するとい うニーズに動機づけられるよりむ しろ,社 会的目的を優先 し,その
剰余 は主としてその企業やコミュニテ ィの目的のために再投資 される企業(business)」とい
う貿易産業省(DTI)の定義 にあるように,ワ ーカーズ ・コープや共済組織などの協同組合 も
包含するより包括的な概念である。その意味ではヨーロッパの社会的経済概念により近いとい
える。すなわち,社 会的な目的を追求 しつつ,ビ ジネスに重点を置いて経済活動を行 う組織を
意味 しているのである。 したが って,商 品 ・サービスを提供 し対価 を得るボランタリー組織は
社会的企業 に含まれるが,寄 附を主な財源として活動するボランタリー組織 は通常,そ の概念
か らは除外 される。
社会的経済という概念ではな く,社会的企業 とい う概念 をあえて用いる背景には,企 業(起
業)(enterprise)やビジネス(business),企業家精神(entrepreneuership)の側面 をより強
調する意図がある。すなわち,貿 易産業省の報告書のなかで,ブ レア首相が 「強力な社会的目
的 と活力のある企業家的 な推進力の結合」(thecomibinationofstrongsocialpurposeand
energedc,entrepreneurialdirve)という表現で コミュニティで雇用 を創出した り,サービスの
質 を向上 させる社会的企業の能力に期待 を寄せているように,社 会や公共サービスに革新をも
たらす企業家精神の強調が社会的企業概念の特徴で もある。また,貿 易産業省の報告書は利潤
最大化 を目的とする営利 ビジネスとの違いを踏まえなが らも,「社会的企業は何 よりもビジネ
スである。社会的企業 は何 らかのかたちで取引(trading)にかかわるが,そ れは主 として社
会的目的を支えるための ものである」(14頁)と述べ ているように,社 会的企業の ビジネスの
側面を強調 している。
英米では近年,営 利目的の民間ビジネスではなく,社会的 目的を有するビジネスを起業する
人々あるいは組織 を社会的企業家(socialentrepreneuer)と呼ぶ傾向があるが,イ ギ リスの社
会的企業概念には,こ の ような新 しい企業家概念が含意されているといえる。プロム リー ・バ
イ ・ボウセンターやCANを創設 したアン ドリュー ・モーソンはまさに社会的企業家の典型で
あ り,彼は組織から出発する思考ではなく,個人の有する企業家精神を強調 していた。 またビ
ッグ ・イシューの創設者であるジョン ・バー ドが,「ビジネス も社会的に良いことがで きるこ
とを一般の人に伝 えたかった」 という信念から社会的企業を立ちあげたように,社 会的企業の




った背景 には,政 府 とSEL,CANのような中間支援組織,そ してシンクタンクが共通のテー
ブルについて議論を交わ したことが大 きいといえる。貿易産業省大臣バ トリシア ・ヒューウィ
ッ トのような社会的企業の よき理解者が政府側にいたのも有利に働いたと考 えられるが,政 府
と社会的企業 とのネットワークを作 り出 した社会的企業の中間支援組織の役割は大 きい。すな
わち社会的企業概念の公式用語 としての普及の背景には,多様 な組織 をネットワークするイギ
リスのサー ド・セクターの力があるといえよう。
なお社会的企業に含 まれ る法人形態は多様であ り,有 限責任保証会社,産 業 ・節約組合
(industrialandprovidentsocieties),株式会社,法 人格のない任意団体や登録チャリティ(チ








・社会的利益 をも孝 らす運営 プロセスや方法を活用すること(例 えば,協同組合や社会的会社
〔socialfirms〕やフェア ・トレー ド団体 など)
(2)社会的企業台頭の背景
ここで社会的企業がイギリスで台頭 している背景について考えてみたい。特に社会的企業の
成長 を促進 している支援環境 に焦点 をあててみてい くことにする。
なお現時点では,社 会的企業をターゲ ットとする政府の特別な税制優遇措置や補助金制度は
存在 しない(社会的企業が登録チャリティであれば,当然に税制優遇を受けることは可能だが)。




フェニ ックス ・ファン ド(PhoenixFund),そして自治体 との社会サービス提供に関わる契約
などを通 じて,公 的資金の提供 を受 けその財源 の一部にあてることは可能 であ る。 また,
DTAのような全国 レベルで活動す る社会的企業団体や中間支援組織に対 しては,副 首相府の
都市政策課(UrbanPolicyUnit)が特別な補助金制度(SpecialGrantsProgramme)を設け,
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その活動 を支援 して いる。 さらに貿易産業省 な どは,社 会 的企 業 が金 融機 関に アクセス しやす
くす る ような施 策に も取 り組 んでい るよ うであ る。
しか し,結 論 か らいえば社会 的企 業 はその成長 が始 まったばか りの段階 であ り,政 府 の補 助
金制度 や税制優 遇政策 が契機 とな って成長 が促進 され ているわ けでは ない。 む しろ① ボ ランタ
リーセ クターの商業化(企 業化)と い う経 済的変化,② 現 労働 党 政権 のパ ー トナーシ ップ戦略
や③ 社 会的排 除対策 におけ るパ ー トナー シ ップの活用 とい う政治 的変化,そ して④ 政府 とのパ
ー トナー シ ップ を可能 と した社 会的企業 セ ク ター側の社会 的 ネ ッ トワークの創造力(社 会的資
本:socialcapital)と社 会サ ー ビス の提 供 に革新 を もた らす企業 家精神(社 会 的企業 家精 神)が
その背景 にある とい える。
① ボ ランタ リーセ ク ター(非 営利 セ ク ター)の 商 業化
社 会的企業 が台頭 して いる大 きな背景 と しては,ボ ラ ンタ リーセ ク ターの経済 的変化があ る
といえ る。 それ はひ とことで い えば,「商業化 」(commercialization)であ る。
イギ リス のボ ラ ンタ リー セク ターは,世 界 のNPO同 様,第 二次世 界大 戦戦後,急 速 な成長
を とげ て きた。例 え ば,2001年6月現在,チ ャ リテ ィ委員 会(theCharityCommission)に登
録 してい るチ ャリテ ィだ けで も182,000団体 が 活動 してい るが,1970年の登 録 チ ャ リテ ィが
76,648団体で あ った ことか らすれ ば,過 去30年 間で 約2.9倍の増 加 をみた こ とになる。 同時 に
組織 の経済 的変化 として事業 収入へ の依 存度 の高 ま りをあ げる こ とが で きる。 イギ リス のボラ
ンタリー組織 は,1990年代 以来,「補助 金 か ら契約へ(FromGranttoContract)」と表現 され
る ように,地 方 自治 体 との契 約 をベ ース に活 動 をす る ことが ます ます増 えつ つあ る。 ボ ランタ
リー組織 の全 国 ネ ッ トワーク組織で あるNCVO(NationalCouncilforVoluntaryOrganisations)
な どは,ボ ラ ンタ リー組織 の主 要 な特徴 は その 自立性(independence)にあ る と しなが らも,
(自治体 との)契 約ベ ース の収入へ の財 政的依 存度 の高 ま りや,政 府 との プ ロジェ ク ト形態 で
のパ ー トナ ーシ ップが進 む につ れて,一 部 ボ ラ ンタリー組織 の間 では,政 府 か らの 自立 性が損
なわ れる現象が 生 じている事実 を指 摘 してい る(NationalCouncilforVoluntaryOrganisations
2000?,29)。
この よ うにNCVOが ボ ラ ンタ リー セ ク ター の商業化 の否 定 的側 面 に警 戒心 を強 める のに対
して,社 会的企 業セ ク ターや それ を支援 する政府 の側 は,ボ ラン タリーセク ター の商業 化の積
極的 な側 面 に焦 点 をあて よう としてい る。す なわち,地 域 の雇用創 出や公 共サー ビスの革新 に
お いて,そ の企 業 的側 面 を積極 的 に活用 しよ う とい う姿 勢 であ る。例 えば,DTAの 代 表者 は
「イギ リスで もほ とん どのNPOは 補助金 で運営 されてい る。 ただ し,そ こか ら抜 け出す必要が
あ り,富 をつ く り出す には どう して も企 業の形態 が必要 となる。福祉 的資金 に依存 して いる団
体 は依 存 した ままにな って しまう。資本 主義が全 ての解 決 にはな らないが,資 本主義 の 良い と
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ころは学ぶべ きである」 と,む しろボランタリー組織の商業化をその 「自立」のための手段 と
して積極的にとらえている。
なお社会的企業の設立パターンは,貿 易産業省の報告書によると,最初からビジネスとして
スター トする例 もあるが,そ の多 くは寄附やボランティアに大きく依存 していたボランタリー
セクターの組織が,事 業収入を増やすために活動 してい くなかで転換 したもののようである。
②政府のパー トナーシップ戦略:契 約文化か らパー トナーシップ文化へ
1997年に政権 を掌握 した トニー ・ブ レア率い る労働 党政権 は,「契約文化」(contract




する見方は,公 共サー ビス供給の 「代理人」(agent)に過 ぎず,そ の役割 も政策の実行過程 に
限定 されていた。それに対 して,ス テークホルダーによるコミュニティの統治(ガ バ ナンス:
govemance)を重視する労働党政権は,政 府 と非営利セクターとのより対等 なパー トナーシッ
プを重視 し,その影響力を政策立案 レベルに拡大 しようと試みている。 コンパク トやLSPなど
がその例である。 コミュニティのガバナ ンスに,地 方政府のみならず,民 間営利セクターや民
間非営利 セクターなど多様なステークホルダーを関与させ ようとする政治(統 治)手 法の変化
が,そ の背景にある。
まず 「コンパク ト」(compact)と呼ばれるボランタリー組織 と政府 との間の協定文書には,
全国 レベルの 「コンパ ク ト」 と自治体 レベルでの 「ローカル ・コンパ ク ト」がある。前者の コ
ンパク トの構想そのものは1996年の保守党政権時代のいわゆる 「ディーキン委員会 レポー ト」
に由来するが,1998年11月に労働党政府とボランタリー組織 との間で合意をみて,ま ずは全
国レベルで策定 される。その後,自治体 レベルでもローカル ・コンパク トが策定されてい くが,
現在,イ ングランドの 自治体の半数以上がコンパ ク トをすでに策定済みか計画中である。「コ
ンパク ト」 という新 しい試みの前提 には,ボ ランタリーセクターを民主社会の不可欠の構成要
素 とみな し,政府とボランタリー組織が相互に独自の役割を有 しなが らも相補的な関係にある
のだ とい う認識がある。「コンパ ク ト」 は,政 府とボランタリニセクターとの関係性 に関する
「覚書(memorandum)」であ り,法 的な拘束力を伴 う文書ではない。それは政府とボランタ
リー組織の関係性 に関する一般的枠組みを確認する 「枠組文書(frameworkdocument)」であ
り,そ れ自体が両者の関係性の 「結論」を示すもの ではない。「コンパク ト」は両者の対等 な
関係性 を強化することを可能にする仕組みとみなされてお り,ま さに協議のプロセスその もの
が重視 されている点に特徴がある。
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コンパ ク トが政府 とボ ラ ンタリーセ クター との対 等 なパ ー トナー シ ップ を保証 す るための協
定 で あ る の に対 して,LSP,す なわ ち地 域 別 戦 略 的 パ ー トナ ー シ ップ(LocalStrategic
Patnership)は,民間企 業 セ クター を含 めた よ り包括 的で,よ り戦略 的 なパ ー トナー シ ップで
あ る。現労働 党政権 は,発 足 以来 「地方政府 の近代 化」 路線 に取 り組 んでい るが,こ れは基本
的 に公共 のサ ービスの改善,特 に地 域社会 内での公共 サ ー ビスの改善 を図 る もので ある。これ
と関連 した動 き と して,ネ イバ ー フ ッ ド ・リニ ュ ー アル(近 隣地 域 再生:Neighbourhood
Renewa1)とい う全 国 的 な戦略 も始 まるが,こ れ は 自治 体 が最 も効 率的 に仕 事 をす る ための
聡Pの 導入 を規定 してい る(SocialExclusionUnit2001)。LSPは公共 セ クター,民 間セ クター,
ボ ラ ンタ リー ・コ ミュニ テ ィセ クターの3つ の セ クター を一 ま とめ に した グル ー プであ るが,
まずLSPに は,地 域 におけ るサ ー ビスの提供 を開発 し,そ れ を統合 してい くことが期待 されて
い る。 す なわち,政 府 は地域 レベルで,学 校 ・病 院 ・警察 の よ うな様 々 な公 共サ ー ビス,そ し
て様 々な機関 が組 織 の壁 を越 えて連携 し合 う(joinuplocally)ことで公共政 策のパ フォーマ ン
ス をあげ よ うと している。 そ こで一番 中心 となるの はコ ミュニ テ ィ戦略 の策 定で あ る。 コ ミュ
ニテ ィ戦略 のなか で,ま ず 自治体や コ ミュニ テ ィの なかの主要 なセ クターの人 々が最 もその解
決 に努 力 しなけれ ばな らない地域的課題 は何 であ るかを定め る ことになる。例 えば,ロ ン ドン
のウエス トミンス ター ・バ ラ(区)の 場 合,犯 罪 と失業 と住宅 であ る とい うよ うに,問 題 を明
確 に定 めてい る。 イ ング ラン ドにあ る386の地 方 自治体 がLSPをつ く り,そ れぞ れが コ ミュニ
テ ィ戦 略 を提 出す る ことに なる。 これは2001年か ら開始 され たばか りで あ る。LSPの成功 に
とって鍵 になるの は誰 が指導 者 になるのか とい う点 であ る。 まず,最 初 の1年 目には 自治体 が
全 体 をま とめ る役 割 をす る ことになってい る。 ただ し,誰 で も指導者 に なるこ とがで き,自 治
体 で はな くて,企 業 関係者 やボ ラ ンタリー ・コ ミュニ テ ィセク ターの代 表が その議 長(chair)
になる例 もあ る。LSPは法定 化 され た組 織(statutorybody)ではない。 た だ し,コ ミュニテ
ィ戦 略 の策定 は法律 で定 め られ てお り,そ れ はLSPが提 出 す る ことに なって い る。 自治体 が
LSPをつ くるこ とは,法 律的 に強制で きる ものでは ないが,政 府(環 境 ・運輸 ・地域省)が 作
成 したガ イダ ンス(DepartmentoftheEnvironment,TransportandtheRegions2001)などを
通 じ,そ の設置 を強力 に推進 してい る。 なおLSPと は,内 閣府社 会的排 除課 の定義 に よれば,
「多様 な計画 やサ ー ビス が互 い に対立 し合 うの では な くむ しろ支 えあ ってい くため に,民 間企
業,ボ ラ ンタリー ・コ ミュニ テ ィセ ク ターや公 的 セ クター(publicsector)の様 々な部 門が地
域 レベ ルで連 携す る単 一の機 関」 で ある。
このLSPを支 える政府 の補助 金制 度 と して,副 首相 府 の近 隣…地域 再生 課(Neighbourhood
RenewalUnit)が管轄す る近隣地域 再生資 金(NeighbourhoodRenewalFund:NRF)があ る。
これ は88の最貧 困地 域 のLSPを対象 に,そ の地 域 の公 共 サ ー ビス の改 善 に取 り組 むた めの資
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金 として,LSPを構成する地方 自治体やそのパー トナーである民間営利 ・非営利セクターに対
して提供 される。1SPがつ くられ,そ れをひとまとめにしていくうえで必要な場合には資金の
使途は問われない。ただし,コ ミュニティ戦略 を作成する必要があ り,3つのセクターをどの
ように参加 させ るのかについての戦略を示すことが要件 となる。 この最貧困地域のLSPは,そ
れぞれの地域の ガバメ ント・オフィス(政 府の出先機関)の サポー トを受けることになる。 ガ








で相互関連性の強い社会的排除問題への対策を公式に開始 した。SEU設置か ら現在 まで,ホ
ームレス対策,若 年未婚母子問題,青 少年の社会的不適応の改善,地 域再生等の各領域に対応
するため,分 野別の報告書および行動計画を策定 してきている。社会的排除対策は,予 算編成
および財政支出 にあたっての優先分野 とされている。SEUは2002年5月か ら副首相(Of丘ceof
theDeputyPrimeMinister:ODPM)管轄に移 ったが,そ の取 り扱 う問題は,複数の省庁の所管
にまたが る性質の ものであって,首 相がその検討 を指示 した事項に限 られることになってい
るQ
社会的排除(SocialExclusion)とは,SEUの定義によると 「失業,低 熟練,低 所得,劣 悪
な住宅,高 い犯罪発生率 を生む環境,健 康状態の悪 さ,家庭崩壊 といった相互 に関連する問題




ーチで対応するための施策 に取 り組んでいる。その柱には行政連携の強化(行 政の縦割 り主義
の克服)や 確実なサー ビス供給体制の確立,政 府とボランタリセクター,民間企業セクターと
のパー トナーシップの構i築などをあげることができる。例えば,2001年1月に,『ネイバーフ
ッ ド・リニューアル(近隣地域再生)全 国戦略』(NationalStrategyforNeighborhoodRenewa])
がブ レア首相 によって開始 されてか ら,社 会的排除の解消 を含 む都市や農村の再生(urban
andruralregeneration)問題に対する政府の取組みは大き く前進することになる。 この戦略は
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政府 の社 会的排 除対 策 の一環 であるが,社 会的排 除の地域 的側 面 に焦 点 をあて,イ ング ラン ド
の最 も貧 しい地域 とそ れ以外 の地域 との格差 を埋 める こ とを 目的 としてい る。例 えば,多 民族
社 会 である イギ リスで は少 数民族 の貧困 が深 刻で ある。前述 した よ うに ネイバ ー フ ッ ド ・リニ
ュー アルで は イ ングラ ン ド内で88の 最貧 困地域 を認 定 してい るが,政 府 の デー タに よれば少
数 民族 の70%が この最貧 困地域 に住 ん でい る。 こ う した貧 しい地域 とそれ以外 の地 域 の格 差
を埋 め る政 策の ツールがLSPなので ある。
ネ イバ ー フッ ド ・リニ ュー アルの戦 略が重 要 なの は,貿 易産 業省 の報告 書 も述べ ている よう
に,政 府が公 的機 関だけ ではな く,民 間企業 セ クターやボ ラ ンタリー ・コ ミュニテ ィセク ター
の参 加 を改 めて強調 してい る点であ る。こう した政府 の認識 の なかには社会 的企業 も含 まれる。
政 府 は,社 会 的 に排 除 されや す い人 々 を社 会 に再 び統合 す る 「社 会 的統 合(社 会 的 包摂)」
(socialinclusion)政策 を進 めて いるが,社 会 的企業 について も貿易 産業省 社会 的企業 課 など
は 「強力 で持 続可 能で社 会統合 的 な(socialinclusive)経済」 の創 造 に貢献 しうる とみ な して
い る。
以上 の よ うに,政 府 の社会 的企 業 に対 す る認識 の変化 の背景 には,社 会 的排 除解消 の ため に
パ ー トナー シ ップで臨 もうとす るブ レア労働 党政権 の戦略 があ るの であ る。
④ 社会 的資本(socialcapita1)の創造力 と社 会的企 業家精神
今 回の社会 的企 業調査 で最 も印象 に残 ったの は,社 会的企業 セ ク ターの側 のネ ッ トワークカ
であ る。例 えば,SELやDTAの よ うな社 会 的企 業 の 中間支援 組織 は ロ ン ドンのみ な らず,全
国 レベ ルで同 じような社 会的企業 の ネ ッ トワー クづ くりを リー ドして きた し,社 会的企 業 を政
府 に認知 させ るための ロ ビー活動 を活発 に展 開 して きた。 われわれ が聞 き取 りを行 った副首相
府都 市政 策課(UrbanPolicyUnit)の担当者 は以下の ように社 会的企業 と密 に連携 している状






実 際,SELは 社 会的企業 を集め ての大規模 なカ ンフ ァレンス をバ トリシア ・ヒュー ウ ィッ ト
貿易 産業大 臣 を招 いて開催す るな ど,社 会的企 業 どう し,そ して社 会的企業 と政府 との連携 の
ための ロ ビー活動 に熱 心 であ り,貿 易産 業省 の社会 企業 課設 置 もSELの助 言 による ところが
大 きい よ うであ る。 また,DEMOSや ニュ ー ・エ コノ ミクス財 団の ような非営 利の シ ンクタ ン
ク も政府の社 会的企業 支援政策 に影響 を与 えてお り,例 えば貿易産 業省 内の政策立案 の ため の
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ワーキ ング ・グルー プには,社 会 的企 業 のみ ならず,非 営利 シ ンクタ ンクの 関係 者 も含 まれて
い る。す なわ ち,社 会的企 業が政府 に認知 され る背景 には,社 会的 ネ ッ トワーク,す なわち社
会 的資 本3)(Putnam1993)を創 造す るその能力 に負 う とこ ろが大 きい といえ る。政府 も社会
的企 業の ネ ッ トワー クを強化す る中間支援 組織の役割 と中 間支援 組織 とのパ ー トナ ーシ ップ に
よる社 会 的企 業 の基盤整備 を重視 して いるが,貿 易産業 省の報 告書 では,そ う した 中間支援 組
織 と してDTA,協 同組合 運動(Co-operativeMovement),CAN(CommunityActionNetwork),
ソー シャル ・フ ァー ムUK(SocialFirmsUK),SELの名 をあ げている(DTI2002,32)。
最 後 に忘 れ ては ならないの は,前 述 した ように社会 的企業 が,社 会 的企業家 と呼 ばれる よう
な新 しい企 業家精神 を体現 す る存 在で ある という点 であ る。地 方政府 の近代 化 をめ ざす 政府 に
とって,社 会 的な 目的 を もって企 業家精神 を発揮す る社 会 的企 業 は,自 治体 の公 共サ ー ビスの
革新 にお いて も魅 力的 な存 在 であ る。副首 相府の担 当者 は,わ れ われの イ ンタ ビューのなかで





特 に営利 企業 の誘致 が困難 な最 貧 困地域 では,プ ロ ム リー ・バ イ ・ボ ウセ ンター の ような社
会 的企業 の役割 が重要 となる。 この政府 関係者 とのイ ンタ ビューか らも,社 会的企業 には経済
シス テム全体 を変革す る能力 は期 待 されて いないが,特 定 の コ ミュニテ ィの社 会的排 除問題 の
解 決 には有効 であ る とみ なされて いる ようである。補助金 に過度 に依 存せず 自立 して継 続的 に
事 業 を行 う社 会的企業 が,社 会サ ー ビス供給 の新 しい福祉 ミ ックスの形態,新 た な市民 事業 と
政府 との協働 の形態 としてイギ リス で注 目されている といえ よ う。
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注
1)調査団の構成は,山岸秀雄団長(NPOサポー トセンター理事長,明 治大学特別招聰教授),渋川智明(毎





3)近 年,非 営利組織などにおける市民参加は,「社会的資本」(SocialCapita1)の文脈で論 じられることが多
くなっている。この場合の社会的資本(socialcapita1)とは,パ ットナムなどによれば,コ ミュニティにお
いて,効果的な協働を促進する(水平的な)ネ ッ トワークや信頼,規 範など,社会生活上の側面を表現す
る概念である。
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■ 参考 廿 玉 土ム ・A・ 日 耕 濡 、 雪 。
○ 期 間2002年9月16～20日 ●協 力:ブ リティ ッシュ ・カウ ンシル(TheBritishCouncil)
*以 下の 団体 は訪 問順 。訪 問先 の ア レンジは④ のRAWMを 除 き,'ブリテ ィ ッシ ュ ・カ ウン シ
ルに よる。RAWMの 調査 のア レ ンジは アス トン大 学(バ ー ミンガム)の ス テ ィーブ ン ・オ
ズ ボー ン教授(StephenOsbome)による。
・9月16日
① コーポ レー シ ョン ・ブラ ックカ ン トリー ・リミテ ッ ド(ウ ェス ト ・ブロウ ィ ッチ)
Co-operationBlackCountryLimited(CBC)
② エ ンビロ ウオーム
EnbirowarmLimited
③ ダ ッ ドリー ・コ ミュニ テ ィ ・ケ アサー ビス ・リ ミテ ィッ ド
DudleyCommunityCareServicesLimited
・9月17日
④ リー ジ ョナ ル ・アク シ ョン ・ウェス トミッ ドランズ(バ ー ミンガム)
RegionalActionWestMidlands(RAWM)(9月17日)
⑤ サ ン ドウ ェル ・ボラ ンタ リー組織協 議会(サ ン ドウェル)
SandwellCouncilforVoluntaryOrganisations
・9月18日
⑥ 副 首 相 府(ロ ン ド ン)
OfficeoftheDeputyPrimeMinister(ODPM)
⑦ デ モ ス(ロ ン ド ン)Demos
⑧CANセ ン タ ー(ロ ン ド ン)
TheCANCentre(CommunityActionNetwork)
⑨ プ ロ ム リ ー ・バ イ ・ボ ウ セ ン タ ー(ロ ン ド ン)
Bromley-by-BowCentre
・9月19日
⑩ ビ ッ グ イ シ ュ ー ・フ ァ ン デ ー シ ョ ン(ロ ン ドン)
BigIssueFoundation
⑪ ソ ー シ ャ ル ・エ ン タ ー プ ラ イ ズ ・ロ ン ド ン(ロ ン ド ン)
SocialEnterpriseLondon(SEL)
⑫ 貿 易 産 業 省(ロ ン ド ン)ソ ー シ ャ ル ・エ ン タ ー プ ラ イ ズ ・ユ ニ ッ ト
TheSocialEnterpriseUnit,DepartmentofTradeandIndustry(DTI)
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⑬ ス ク ー ル ・フ オ ー ・ソ ー シ ャ ル ア ン ト レ プ レ ナ ー(ロ ン ド ン)
SchoolforSocialEntrepreneur(SSE)
・9月20日
⑭ デ ベ ロ ッ プ メ ン ト ・ トラ ス ト ・ア ソ シ ェ ー シ ョ ン(ロ ン ド ン)
DevelopmentTrustsAssociation(DTA)
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